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研究成果の概要（和文）：高周波電場印加時の周辺プラズマの物理モデル研究のために、マルチアレイ型静電プ
ローブ・高周波プローブを作成し、プラズマ計測を実施した。プラズマ計測において、計測用プローブはアンテ
ナ励起の電力が強い場合、プローブのフィードスルー部に多数の絶縁破壊が生じ、大電力高周波電場計測の実施
には、非接触型の計測手法が必要であり、高耐圧高周波計測用フィードスルー開発の必要性が高まった。
アンテナ周辺のプラズマモデルとして、アンテナ周辺部では冷たいプラズマモデルと計算モデルが定性的によく
一致することが示されたが、容器内の機器の存在により密度勾配が発生し、それに伴う密度分布モデルを作成す
る必要があることが分かった。

研究成果の概要（英文）：In order to make a physical model with high power radio-frequency 
electric-field on peripheral region of plasma, a multi-array electrostatic probe and high-frequency 
magnetic probe was designed and plasma measurements were performed. In actual plasma measurement, 
the measurement probe has strong damaged by the coupled electric field of excited radio-frequency, a
 large number of dielectric breakdowns had been occurred at the feedthrough part of the probe, and a
 non-contact measurement method is required to perform high-power radio-frequency electric field 
measurement. The need to develop feedthroughs for radio frequency measurement with high-voltage has 
increased.On excited wave patterns around the excitation antenna, cold plasma model and actual 
measurement agree well, qualitatively.  However, the existence of equipment in vacuum vessel cause a
 density distribution associated with these equipment.

研究分野： 高周波プラズマ

キーワード： 周辺部のプラズマ物理モデル　高周波電場　波動計算
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研究成果の学術的意義や社会的意義
高周波を用いたプラズマ研究は周辺プラズマから核融合プラズマまで幅広く行われている。特にプラズマ点火や
維持のために高周波を用いたプラズマ加熱に焦点が充てられ研究されているが、プラズマ周辺部の低密度域にお
けるプラズマ壁相互作用や低密度域における非伝搬領域での電磁波の伝搬が観測されていた。今回の研究で電磁
波の伝搬としては冷たいプラズマモデルで十分なモデル形成が可能であることが分かったが、その反面、計測機
器や電磁波励起用アンテナがもたらす密度分布形成のモデル化の重要性が明らかになった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 

 定常核融合炉を見据えたプラズマ加熱研究・機器・開発において、GHz 帯の電磁波(真空での
波長 ~ 2 mm)を用いた電子サイクロトロン加熱(ECH)は、光学的な機器の設計・設置が可能で
あるため、真空容器内への複雑な構造物を持ち込むことなく電力密度の高い電磁波伝搬を可能
とし、工学的に優れていると考えられている [1]。一方、JET, TFTR によるイオンサイクロトロ
ン周波数帯の電磁波を用いたイオンサイクロトロン波加熱(ICH)研究では、重水素(D)とトリチ
ウム(T)を使った実験において実際に電子温度とイオン温度が熱緩和した核融合反応を実証[2]

し、ICH による重水素運転において NBI に比べて低電力でも高い DD 核反応を実証[3]してい
る。第 1 世代核融合炉がブランケットによりトリチウムを生成しながら行う DT 運転を想定し
ているのに対し、第 2 世代核融合炉は DD 運転が想定されるが、DT 核融合炉に比べ DD 核融合
炉はより高温のプラズマを閉じ込める必要が有るため、ICH を用いて高エネルギーイオンテー
ルの衝突による定常的な DD 核融合炉などが必要となり、一刻も早い核融合炉実現のために DT

核融合炉に注力されている。 

 ICH 加熱は第 2 世代核融合炉を視野に入れた運転が可能で将来性があるが、使用する電磁波
の周波数が FM 帯であるため、真空の電磁波の波長は ~ 6 m と長く実際の実験装置において導
波管アンテナを用いた加熱アンテナの設計が現実的でなかった。そのためループアンテナを用
いることで電磁波励起部のサイズを縮小して波動加熱研究が進められている。現在使用されて
いる ICH アンテナは粒子衝突保護用のアンテナプロテクター・不要電磁波除去用のファラデー
シールド・電磁波励起部のループ部から成り立ち、真空の波長に比べては小さいが構造的に複雑
でプラズマに近い箇所に設置することを想定しているため、核融合炉では成立しにくい構造で
ある。また現在核融合炉に設置予定のブランケットと呼ばれるトリチウム増殖部は、トリチウム
増殖率に余裕がなく、ブランケットの前に他の構造材設置による中性子フラックスの低減が許
容しにくい。特にトリチウム増殖率を少しでも稼ぐためにブランケットとプラズマとの距離を
可能な限り狭め、増殖率を上げることに苦慮している。DT 核融合炉においても ICH による支
援が実現的であれば DD 反応による核融合を増加させ、トリチウム生成がプラズマ内部に可能
となり、これによりブランケット部でのトリチウム生成量を減らす事が出来る。ブランケットに
より生成からプラズマ中央までのトリチウム補給に対する供給率は10-20%以下と予想されるが、
DD 反応は高温領域で生じているため中央でトリチウムが生成されるため、トリチウムの供給効
率が 100%であるという観点からも非常に魅力的で、DD 反応により定常的な DT 運転に必要な
ブランケットでのトリチウム生成量を緩和することに役立つ。 

 

[1] A. Sagara et al.,Fusion Eng. and Des. 87, 5-6(2012) 594. 

[2] D. M. Meade et al., Journal of Fusion Energy, 13(1994) 145. 

[3] D. F. H. Start et al., Plasma Phys. Control. Fusion, 40(1998) A87. 

 

 

２．研究の目的 

現在ブランケットサイズは容器内の非常
に大部分を占めているが、ICH による高エ
ネルギーイオン生成により DD 核融合反
応を発生させることによりその設計容積
を緩和出来るようになる。効果的な ICH

加熱を行うために、大電力高周波源がある
核融合科学研究所にある LHD において、
ICH アンテナを設計・製作し、ICH を用
いたプラズマ加熱研究を進めてきた。
LHD においては定常プラズマ加熱を実現
するために、3 次元構造を考慮した電磁解
析フレームワークの拡充を進め、アンテナ
製作前に ICH アンテナの電磁波励起およ
びアンテナ周辺部に励起される高周波電
流分布を計算し、アンテナ設計に反映させ
てきた。この結果、2013 年度の LHD 実験
ではプラズマの線平均電子密度 1.2x1019 

m-3、プラズマ温度 2keV、プラズマ加熱入力 1.2MW によって 48 分のヘリウムプラズマ放電維
持を達成した[4]。この成功には 3 次元構造を考慮した電磁解析フレームワークにより事前にア
ンテナに誘起される高周波電流を予想して、波動加熱に必要な高周波電流以外の幾何構造およ
び材料の電気抵抗から生じる不要な高周波電流を発生させないようにするアンテナ設計への反
映が重要であった。導波管アンテナ研究に関してもこの電磁解析フレームワークを用いて導波
管アンテナを最適化し、モックアップを作成して励起磁場を実際に測定することで、ループアン
テナによる励起波動との違いを比較することが出来る。この比較を通して今までループアンテ
ナにより得た波動加熱の知見を導波管アンテナ研究に有効に活用できると考えている。 

 

図 1. 使用周波数(fi)と波長サイズ(i) 

典型的な巨大核融合実験装置の運転磁場 



 核融合炉での ICH 運転のシナリオとし
ては、プラズマの初期点火を考えるのでは
なく、ECH などの加熱によりある程度(~5 

keV)温度の上がったプラズマを加熱する
ことに焦点を変え、2 次高調波加熱を採用
することで周波数を高く選択し、導波管口
サイズを小さくするべきであると考えた。
核融合炉では 4~6T の磁場を想定してお
り、導波管アンテナの使用する電磁波の波
長は図 1 より 3~4m 程度となる。そのため
導波管口の幅としては 1.5~2m、高さ 5cm

程度の導波管になる。図 2 に核融合炉で使
用するブランケットモジュールに内包さ
せた導波管アンテナの断面図を記載した。
ブランケットモジュールは一つのユニッ
ト辺り横幅が 2m 以上を想定しているた
め、先の導波アンテナを内包する事が出来る。真空容器内への電磁波の伝送・真空遮断・ブラン
ケットへの接続等は、線形の電磁計算を解けば最適化等はできるが、電磁波励起およびプラズマ
との結合・第一壁(ブランケット表面)を伝った電磁波伝搬に関してはプラズマの非線形応答等が
加わるため実機を用いて実験を行いシミュレーションと比較することで研究を進めなければな
らない。しかし現状の装置では簡易構造の導波管アンテナは設置できず、計算により研究を進め
る必要がある。本研究において重要となるのは、導波管モードで励起された ICH 帯の電磁波に
よるプラズマへの励起・結合・損失の評価手法の確立である。特にループアンテナで培った研究
内容をそのまま受け継ぐ事が出来るかどうかが、今後の導波管アンテナ研究を迅速に行うこと
が可能であるかを決定づけ、ループアンテナと導波管アンテナの励起分布の比較を最重要事項
と考え研究を進める。プラズマとの結合・損失評価に関しては、本研究では仮想プラズマとして
高誘電体であるチタン酸バリウムを用いてモックアップ試験を行い、計算と実測を比較し精度
の高い予測が出来るよう研究を進める。 

 

[4] H. Kasahara, et al., Proc. 25th Int. Conf. Fusion Energy (2014)EX3-4. 

 

 

３．研究の方法 

 
アンテナ周辺部の電磁励起分布を効率的に計測するために、アンテナ、真空容器、冷たいプラ

ズマモデルを含んだ電磁解析シミュレーションフレームワークの作成を行う。特に波長の長い
電磁波を計算する場合は、レイトレーシングではなく、波動シミュレーションが必要となるが、
熱プラズマ計算は非常に計算リソースが必要となるため 1 次元分布において熱プラズマモデル
と冷たいプラズマモデルの電磁波の波動伝搬を比較することで、周辺プラズマの物理モデル形
成において冷たいプラズマモデルで十分かを検討する。冷たいプラズマでのモデルでも十分な
場合は 3 次元モデルへの計算モデルの拡張を行い、3次元計算モデルの作成を行う。3次元モデ
ル作成に関しては、商用ソフトであるが COMSOL Multiphysics [5]を元に構築を行う。この商用
ソフトの利点は、計算結果の表示及びアンテナ形状を 3 次元 CAD とシームレスに接続すること
ができ、プラズマモデルおよびその他の物理メカニズムに関してはユーザーが計算部をコーデ
ィングすることが出来る点にある。計算のためのフレームワークをゼロから作る必要がないた
め、雑多なシミュレーションのフレームワーク作成に必要な時間や簡易計算のバグを取り除く
時間を短縮し、物理モデルのコーディングに時間を集中出来るため、アメリカのマサチューセッ
ツ工科大学のプラズマ計算グループにおいて、COMSOL を用いた LEAF[6]と呼ばれる低域混成周
波数帯の電磁波を入れた伝搬計算なども試され、プラズマ実験結果と計算結果が非常に良い一
致を示す事が確認されている。計算モデルの構築計画として、①三次元 CAD モデル(ループアン
テナ)の構築、②電磁解析メッシュの確定、③冷たいプラズマモデルを用いた計算に関して行う。 
 
[5] www.comsol.com 
[6] S. Shiraiwa, et al., Phys. Plasmas 17(2010) 056119. 
 

アンテナ周辺部の励起電磁場分布測定のために波動計測用プローブアレイを製作する。この
プローブの 1 ユニットはループ方向が異なる 2 つのループコイルからなり、静電波の受信指向
性を高めるための取り外し可能なファラデーシールドを有する。円形板に等間隔に 5 つ設置す
ることで、一度に各方向に対する空間依存性を取得出来るようにした。円形板を回転させる事で、
紙面方向に対する角度依存性(ループ方向を変える)を変更でき、90 度回転させるとループコイ
ルの角度が 0度と比べ直角になり、電磁波の指向性についても計測可能となる。ループ方向を逆
にしたことにより、コイル間の位相差を調べることで、受信した信号が静電的な波(同相)か、電
磁波的(逆相)な波かを区別できる。このプローブアレイによりループアンテナ、導波管アンテナ

 

図 2. ブランケット一体型導波管アンテナ 

電磁波は左の同軸管から伝送され、ブランケ

ットの接続部で導波管モードに変化され、プ

ラズマへ伝送される。 

 



前面の空間に関する励起電場分布の計測を行う。また実験を通してプローブの改良を行い、プロ
ーブの感度および高周波特性の改善に務める。 
 

先に作成したプラズマモデルとプローブ計測を基に適した密度分布モデルを考慮した高周波
電磁波伝搬計算を行う。計算リソースとして、核融合科学研究所が所有している計算リソースで
ある大規模計算用ワークステーションを用いて行う。フルモデル化には非常に巨大な計算容量
が要求されるが、COMSOL において並列スパース直接解放の一つである MUMPS solver を使用す
ることで、複雑な 3 次元形状でも比較的少ない計算リソースでかつ高速に波動伝搬計算を行う。
核融合科学研究所では既に LHD における ICRF アンテナモデルを利用して、冷たいプラズマモ
デルを用いた初期的な電磁波伝搬計算を行っており、計算リソースとして十分な実績がある。た
だしプラズマ周辺部の物理モデルとしては非常に単純なモデルを用いていたため、実験結果に
より導き出される周辺プラズマの物理モデルの構築が依然として重要な意味を持つ。 
 
 
４．研究成果 
 
核融合プラズマにおいて、閉じ込め磁場領域内のプラズマの密度は真空に比べ十分に高く、プラ
ズマの温度も数十 eV 以上と高いことが知られている。一方プラズマの閉じ込め磁気面から外れ
た領域では急激に密度が減少し温度も低く、真空と大差無いレベルになることが予想されてい
た。実験室プラズマにおいて閉じ込め磁気面の外側にも無視できないプラズマの密度や温度が
存在することが実験的に観測されるため、図 3 のような一次元モデルを用いて伝搬特性を比較
した。図 3 の左図にあるように、通常ではプラズマ閉じ込め領域である R=3.0～4．3ｍの外側に
は密度が存在しない前提で計算するが、今回の計算では、1017～1018 m-3電子密度のプラズマが存
在するとして計算している。図 3の右図から速波の伝搬領域は冷たいプラズマ(Cold)、熱いプラ
ズマ(Hot)のいずれにおいても電子密度が 1018 m-3 程度の領域では垂直伝搬の屈折率が無視でき
ることが分かる。このプラズマは水素 10％となるヘリウムプラズマであり、周波数 38．5MHｚの
電磁波を R~4.5m から励起した時の計算である。40MHｚの電磁波真空中では 1 波長 7．5ｍと装
置・プラズマサイズに比べ十分長く、そのため電磁波励起にはプラズマ中の電磁波の伝搬特性も
知る必要があるが、図 3の結果から、速波に関して冷たいプラズマモデルと熱プラズマモデルに
おいて大差無いことが分かった。アンテナ側から Stix 表記の R,S,L が順番に現れるが、電磁波
の吸収の強い S,L 近辺を除いて良い一致を示すことから、アンテナ周辺部(R~4.5m)の電磁波モ
デル作成に関して冷たいプラズマモデルでも十分であることが明確になった。熱プラズマの計
算に関しては、熱プラズマ計算でよく行われる低次のベッセル関数近似や低次のハーモニクス
（2以下）の計算ではなく、ベッセル関数に関しては次数変化による誤差を無視できるまでの項
数を自動計算し、ハーモニクスに関しては 10 次までの計算を行っているため、高次の次数によ
る誤差を無視できるように考慮している。ハーモニクスの次数を 10 次にしたのは、事前の次数
に関する熱プラズマテンソルの値の変化を調べたところ、ハーモニクスの次数が 5 次程度まで
考慮すれば誘電率テンソルの変化が無くなることを数値シミュレーション的に得ていたため、
安全性を考慮して 10次まで考慮することにした。 
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図 3. 一次元電磁波伝搬計算モデル（左図：電子温度・密度・磁場分布）、（右図：冷た

いプラズマモデル・熱プラズマモデルによる速波の垂直方向屈折率 



 

 

図 4,5 に今回設計したマルチ静電プローブ・磁気プローブアレイの図面を示す。全体の素材は

SUS304 からなり、磁性・不純物等に対して考慮した設計になっている。プローブ周辺部には一

部タングステン材で保護を試みたが、最終的には材料の入手が困難になり初期実験として SUSの

ままの設計とした。図 5 の断面図からも分かる通り、真空部は右のフィードスルーで封じ、中央

部の単管部のベローズを利用して前後に稼働できるようにしてある。これにより磁場に垂直方

向にプローブの位置を変更して計測を可能にしている。プローブヘッド部のループコイルはス

テンレスの削りだしに銅のコーティング、静電プローブは薄いプラズマではあるが接触する可

能性があるためタングステンのピンとしている。ヘッド部からはセミリジッドケーブルでフィ

ードスルーまで伝達させているため高周波の不整合点としてはプローブヘッドからこのケーブ

ルの接続点と非常に短く、不整合伝送の少ない高周波計測が可能となった。 

初期実験としてプローブヘッドを実プラズマに挿入するテストを実施し、電磁波の電力強度

が図 3 の計算から予想される電力強度変化と定性的に一致する結果を得たが、複数回の計測試

行後にプローブの反応がおかしくなったため、実験終了後プローブを確認したところ、フィード

スルー部にアーク痕を発見し、絶縁破壊が生じていることが分かった。フィードスルーに使用し

た部品の耐電圧は 2kV と計測としては十分高く、現在のところ原因はまだ判明していない。大電

力アンテナ周辺部の電磁波計測においてこのような絶縁破壊が報告されるケースがあるが、今

回の実験ではループの削除および絶縁部の保護等を実施していたため、今後は非接触手法によ

る電磁波計測を進め、原因を探求する予定である。 

 

 

 

図 5. マルチプローブ装置の断面図とプローブヘッド部のプローブ部 

 

図 4. マルチ静電プローブ・磁気プローブアレイ 
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